
部方針書
（令和５年度）

シート１（総務部）
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収納率の向上

自主財源・依存財源の確保

納税折衝を通じて、滞納者の納税意識の向上を図るととも
に、必要に応じ厳正な滞納処分を実施する。滞納繰越分
の債権を整理するとともに、現年課税分の徴収を強化す
る。

よりミスの少ない収納事務を目指し、業務改善を検討する
とともに、適正に事務処理を実施する。また、国による地
方税の電子化の推進について、情報収集し適切に対応し
ていく。

適正な公金収納と還付処理

行財政改革の個別取組の実施及び進捗管理、財源確保
のための情報収集及び活用

未申告者の実態調査、催告。

入力方法、確認作業等の確認と情報の共有化を図り、必
ずダブルチェックを行い、適宜事務改善を行う。

住民税、償却資産税の申告漏れの調査

課税誤りを起こさないよう事務処理の見直し

【部の使命】【部のビジョン】

〇健全で安定し持続可能な財政運営がなされ、市
民が行政サービスの提供を受けている。
〇公共施設が適正かつ計画的に維持・管理され、市
民が安全に公共施設の利用を享受している。
〇個人情報が適正に管理され、市民が情報機器を
利用した多種多様な行政サービスを安心して利用で
きる。
〇適正、公平な課税が行われ、市民から理解が得
られ確実に納税がされている。
〇口座振替やコンビニ収納などが整備される。

■課題の認識

【解決すべき課題】 【課題解決のための対応方針】

〇健全で持続可能な財政運営。
〇行財政改革推進計画に基づく行財政改革の着実
な推進。
〇法令、条例に基づいた適正課税とわかりやすい税
務情報の提供。
〇ＩＴ基盤の整備、情報の有効活用を可能とするルー
ルづくり、情報のセキュリティ対策の徹底、デジタル技
術を活用した効率的な行政運営の研究。
〇多様な納税環境の整備と確実な税徴収。

■あるべき姿と方策

総務部　　　　　　　 54人
　部長　　　　　　　　 １人
　総務デジタル課　11人（うち再任用職員1人、会計年度任用職員1人）
　財政課　　　　　　 11人（うち県派遣職員1人）
　税務課　　　　　 　20人（うち会計年度任用職員7人）
　収納課　　　　　　 11人（うち再任用職員1人）

■部の構成

部　名 総務部 部 長 名 長谷川　秀敏

効率的な選挙事務体制の構築、選挙事務従事者の育成

基幹業務の標準化を進め、住民票等申請手続きのオンラ
イン化などを可能とする

中・長期の財政見通しの策定と情報共有、効果的な予算
編成と行財政改革の推進等による財政調整基金残高の
確保

文書事務、法規事務、文書管理等の適正化・効率化

入札、契約、検査事務の最適化・効率化

公明かつ適正な選挙の執行管理

電子自治体の推進

将来にわたる持続可能な財政運営

庁内共通のルール徹底、法制執務体制の強化

庁内共通のルール徹底、電子入札の一層の推進



部方針書
（令和５年度）

シート２（総務部）

10

8

9

■方向性の設定

【重点方針】

〇文書事務、法規事務等、内部管理事務の見直しと人材育成を進める。
〇業務のデジタル化を推進し、市民サービスの向上と業務効率化を図る。
〇中長期の財政を見通し、財政調整基金残高の確保、効果的に財源を投入できるよう行財政運営を進
める。
〇課税客体を的確に把握し、適正課税に努める。
〇税の公平負担の観点から、滞納処分の積極的な取組と適正な債権管理を行う。

【施策の方針一覧】

課名施策の方針優先
順位

2

1
ICTを活用した地域
活性化

総務デジタル課

総務デジタル課

ICTに対応する環境
の整備

総務デジタル課

適切な人事管理と職
員の能力向上

電子自治体（スマー
ト自治体）の推進

総務デジタル課

4

3

6

7

5

高度化・多様化する行政需要に対応した効果
的・効率的な行政経営により、厳しい財政状況
であっても質の高い行政サービスが提供さ
れ、社会経済の変化に柔軟に対応した市政運
営が行われています。

予算や人員が効果的・効率的に配分されてお
り、健全な財政運営のもと、持続可能で自立し
たまちづくりが進み、市民が安心して生活して
います。

予算や人員が効果的・効率的に配分されてお
り、健全な財政運営のもと、持続可能で自立し
たまちづくりが進み、市民が安心して生活して
います。

財政課

効果的・効率的な行
政経営

財政課

健全な財政運営 財政課

財源の適正な確保 収納課

公共施設の適正配
置・運営

財源の適正な確保 財政課

財源の適正な確保 税務課

予算や人員が効果的・効率的に配分されてお
り、健全な財政運営のもと、持続可能で自立し
たまちづくりが進み、市民が安心して生活して
います。

予算や人員が効果的・効率的に配分されてお
り、健全な財政運営のもと、持続可能で自立し
たまちづくりが進み、市民が安心して生活して
います。

施策のめざす姿

情報通信技術を使って、暮らしにまつわる
様々な情報や行政サービスをいつでも誰でも
利用でき、便利で質の高い生活を送ることが
できます。

情報通信技術を使って、暮らしにまつわる
様々な情報や行政サービスをいつでも誰でも
利用でき、便利で質の高い生活を送ることが
できます。

情報通信技術を使って、暮らしにまつわる
様々な情報や行政サービスをいつでも誰でも
利用でき、便利で質の高い生活を送ることが
できます。

予算や人員が効果的・効率的に配分されてお
り、健全な財政運営のもと、持続可能で自立し
たまちづくりが進み、市民が安心して生活して
います。

高度化・多様化する行政需要に対応した効果
的・効率的な行政経営により、厳しい財政状況
であっても質の高い行政サービスが提供さ
れ、社会経済の変化に柔軟に対応した市政運
営が行われています。

522

施策コード

541

542

543

533

523

531

521

522 17

17

17

16

17

17

10

10

SDGs目標

16

522

平和と公正を
すべての人に

平和と公正を
すべての人に

平和と公正を
すべての人に

パートナーシッ
プで目標を達
成しよう

パートナーシッ
プで目標を達
成しよう

パートナーシッ
プで目標を達
成しよう

パートナーシッ
プで目標を達
成しよう

パートナーシッ
プで目標を達
成しよう

人や国の不平
等をなくそう

人や国の不平
等をなくそう

16



課方針書
（令和５年度）

シート１（総務デジタル課）
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課 長 名 前田　知史

【解決すべき課題】 【課題解決のための対応方針】

〇文書事務、法規事務が適正かつ効率的に執行さ
れている。
〇入札・契約が適正かつ効果的・効率的に行われて
いる。
〇市民が文化会館を快適に利用し、文化体育芸術
活動が活発に行われている。
〇ICTを活用した様々な行政サービスが提供され、
市民の利便性が高まっている。
〇必要な行政情報基盤が整備され、職員が正確か
つ効率的に業務を遂行している。

〇庁内共通ルール化の推進、法制執務、法的対応力
の向上
〇適正な入札・契約制度の構築
〇個人情報の適正な管理
〇施設の適正管理と長寿命化
〇行政情報基盤の整備、情報セキュリティの強化、職
員の意識・スキルの向上、情報の有効活用の推進
〇各種手続のオンライン化による市民の利便性向上
〇AI、AI‐OCR（画像のデータ化）、RPA（ソフトウェアロ
ボット）などICTの活用による業務の効率化

■課題の認識

【課のビジョン】 【課の使命】

■あるべき姿と方策

課　名 総務デジタル課

電子自治体の推進

情報セキュリティの強化

情報基盤の整備

セキュリティポリシーの見直し、職員研修による意識向上

■課の構成

総務デジタル課　 11人
　課長　　　　　　　　１人
　庶務Ｇ　　　　　　　７人（うち再任用職員１人、会計年度任用職員１人）
　デジタル推進Ｇ　 ３人

庁内共通のルール徹底、法制執務体制の強化

庁内共通のルール徹底、電子入札の一層の推進

修繕計画の精査、安全・適正な維持管理

効率的な選挙事務体制の構築、選挙事務従事者の育成

関係規定・体制等の整備、職員研修による意識向上

情報システムの適正な整備による安定的な稼働、電算経費
の適正化

必要に応じた庁内調整、デジタル人材の育成

文書事務、法規事務、文書管理等の適正化・効率化

入札、契約、検査事務の最適化・効率化

文化会館施設の維持管理

公明かつ適正な選挙の執行管理

個人情報の適正な取扱い

基幹業務の標準化を進め、住民票等申請手続きのオンライ
ン化などを可能とする

ＤＸ施策の推進



課方針書
（令和５年度）

シート２（総務デジタル課）

16 平和と公正を
すべての人に

16 平和と公正を
すべての人に

 

16 平和と公正を
すべての人に

9
産業と技術革
新の基盤をつ
くろう

9
産業と技術革
新の基盤をつ
くろう

SDGs目標事務事業名
優先
順位

■方向性の設定

【重点方針】

〇業務のデジタル化を推進し、市民サービスの向上と業務効率化を図る。
〇ＤＸ施策推進に必要な人材育成を進める。
〇文書事務、法規事務等行政事務の効率化を進める。
〇入札・契約・検査制度の共通ルール化と電子入札の推進を進める。
〇行政情報基盤の整備により、システムの安定的な稼働に努める。
〇情報セキュリティの強化を進める。
〇保有個人情報の安全管理措置の見直しを行うとともに、個人情報保護規律の理解と意識向上を図る。
〇文化会館の修繕計画を精査する。
〇選挙の適正な執行に努める。

【事務事業一覧】

事業概要 施策コード

542 9
産業と技術革
新の基盤をつ
くろう

1
電子自治体推進事
業

国が進める住民基本台帳等基幹系20業務について、シ
ステムの標準化・共通化を進める。また、住民票等申請
のオンライン化などを可能とし、市民サービスの向上を
図る。

2
行政事務効率化事
業

3
個人情報適正管理
事業

法規事務、文書事務等行政事務の共通ルールの徹底
を図り、事務の効率化を進める。

保有個人情報の安全管理措置の見直しを行うとともに、
研修により職員の個人情報保護規律の理解と意識向上
に努める。

531

531

11 住み続けられ
るまちづくりを

16 平和と公正を
すべての人に

選挙執行管理事業

7
情報基盤の整備事
業

6

4
情報セキュリティの
強化事業

5
入札・契約・検査事
務見直し事業

10

9
文化会館施設整備
事業

8
DX庁内業務効率化
事業

523 11 住み続けられ
るまちづくりを

セキュリティポリシーの見直しを図り、情報セキュリティ
の強化を進める。

入札・契約・検査事務のマニュアル等を見直し、共通
ルールの徹底を図る。電子入札の利用促進を進める。

公明かつ適正に選挙を執行するとともに、選挙事務の
効率化及び人材育成を進める。

電算経費の適正化を意識しつつ、機器の更新等情報シ
ステムの整備により安定的な稼働に努める。

AI、AI‐OCR（画像のデータ化）、RPA（ソフトウェアロボッ
ト）などICTの活用による業務の効率化を進める。

指定管理者との情報共有による的確な現状把握を行う
とともに、個別施設計画に沿って施設の維持管理を行
う。

543

531

531

542

542



課方針書
（令和５年度）

シート１（財政課）
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4
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8

9

10

中・長期の財政見通しの策定と情報共有
効果的な予算編成と行財政改革の推進等による財政調整
基金残高の確保

行財政改革の個別取組の実施及び進捗管理
財源確保のための情報収集及び活用

公共施設等総合管理計画等に基づく施設配置の適正化と
長寿命化を考慮した計画的な改修・建築等

将来にわたる持続可能な財政運営

自主財源・依存財源の確保

市有財産の適正な配置と管理

課　名 財政課

■課の構成

財政課　　　　　1１人
　課長　　　　　　１人
　財政Ｇ　　　　　５人（うち県派遣職員１人）
　管財・営繕Ｇ 　５人

【解決すべき課題】 【課題解決のための対応方針】

〇健全な財政運営の下で、市民が安心・安全・快適に生
活している。
〇市有財産が適切に配置・整備され、市民が安全に利
用している。

〇中・長期的な計画の下、安定した財政運営を行う。
〇行財政改革を進め、持続可能な行財政運営を進める。
〇市有財産を適正に管理する。

■課題の認識

【課のビジョン】 【課の使命】

■あるべき姿と方策

課 長 名 山本　英治



課方針書
（令和５年度）

シート２（財政課）

 

未利用財産の活用方法等を決定する。

小中学校体育館の長寿命化や公共施設の照明LED化
（一括リース方式）など施設の営繕業務を行う。

521

523

10

9

8

7

6

4 市有財産活用事業

5
公共施設等営繕事
業

523

521

17
パートナーシッ
プで目標を達
成しよう

17
パートナーシッ
プで目標を達
成しよう

2
公共施設等総合管
理事業

3
行財政改革推進事
業

各施設の個別施設計画の年次更新を行う。
公共施設等の集約化等の進行を調整する。

行財政改革推進計画の取組事項を実施・進捗管理す
る。
次期大綱等の方向性を検討する。

521 17
パートナーシッ
プで目標を達
成しよう

1
健全な財政運営事
業

中長期の財政計画を作成・周知する。
効率的・効果的な予算編成を行う。

SDGs目標事務事業名
優先
順位

■方向性の設定

【重点方針】

【事務事業一覧】

事業概要 施策コード

〇中長期の財政見通しを共有し、財政調整基金残高の確保はじめ持続可能で、効率的・効果的な予算編
成を進める。
〇公共施設等総合管理計画・適正配置計画・個別施設計画に基づき、公共施設等の集約化・長寿命化等
を進める。
〇行財政改革推進大綱及び推進計画に基づき取組を進める。
〇市有財産を的確に把握・評価し、適正な管理、活用（未利用財産の売却等）を図る。
〇小中学校体育館の長寿命化、公共施設の照明LED化など営繕事業を適正・効率的に進める。

17
パートナーシッ
プで目標を達
成しよう

17
パートナーシッ
プで目標を達
成しよう

 

 

 

 



課方針書
（令和５年度）

シート１（税務課）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

未申告者の実態調査、催告。

現地調査を年に数回実施し、賦課期日における現況の把握
に努める。

H29年7月に本格稼働となった情報連携システムを活用し扶
養者所得の確認の効率化。

ｅＬＴＡＸによる電子納税や法人の電子申告、ワンストップ特
例等の適切な運用や、標準システム等の円滑な導入に向け
た情報の収集と理解。

入力方法、確認作業等の確認と情報の共有化を図り、必ず
ダブルチェックを行い、適宜事務改善を行う。

毎年行われる税制改正を理解し、説明責任を果たせるよう
研修等へ積極的に参加していく。

職員の知識習得と情報・知識の共有化とフィードバックを図
り、後進の育成に努めると共に、積極的に研修等に参加し、
個々のスキルアップを図る。

住民税、償却資産税の申告漏れの調査

土地、家屋の現況変化の確認

情報連携システムへの対応

地方税電子化への対応

課税誤りを起こさないよう事務処理の見直し

担当業務のローテーション、複数班での現地調査が行える
職場環境を整え、働き甲斐のある職場で、適正課税が行え
る体制を築く。

各グループにおける後進の育成と個々のスキルアッ
プ

ワーク・ライフ・バランスのとれた職場環境の構築

税に対する知識・説明力の強化

■課の構成

税務課　　　　　　20人
　課長　　　　　　　１人
　市民税Ｇ　　　　12人
（うち会計年度任用職員６人（4月～6月30日・11月１日～3月31日：１人、4月～6月9日・1月15日～3月31日：５
人）、会計年度任用職員産休代替職員１人（4月～5月31日））
　固定資産税Ｇ　７人

課 長 名 水野　浩利

【解決すべき課題】 【課題解決のための対応方針】

〇適正かつ公平・公正に課税されている。 〇地方税法、条例等に基づいた適正課税を行う。
〇税に関する正しい知識の普及。

■課題の認識

【課のビジョン】 【課の使命】

■あるべき姿と方策

課　名 税務課



課方針書
（令和５年度）

シート２（税務課）

 

10

9

8

7

6

4

5

522 10 人や国の不平
等をなくそう

 

2
税務情報の周知事
業

3

税制度や税制改正について、市政のひろばやホーム
ページを活用して、市民の理解度を高める。

522 10 人や国の不平
等をなくそう1

市税の適正課税事
業

課税客体を的確に把握し、適正かつ公平・公正な課税
を行う。

SDGs目標事務事業名
優先
順位

■方向性の設定

【重点方針】

〇課税客体の的確な把握
〇税に関する知識の向上、説明力の向上

【事務事業一覧】

事業概要 施策コード

 

 

 

 

 

 



課方針書
（令和５年度）

シート１（収納課）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

納税折衝を通じて、滞納者の納税意識の向上を図るととも
に、必要に応じ厳正な滞納処分を実施する。
滞納繰越分の債権を整理するとともに、現年課税分の徴収
を強化する。

よりミスの少ない収納事務を目指し、業務改善を検討すると
ともに、適正に事務処理を実施する。
また、国による地方税の電子化の推進について、情報収集
し適切に対応していく。

収納率の向上

適正な公金収納と還付処理

■課の構成

収納課　　　11人
　課長　　　　１人
　管理Ｇ　　　４人
　収納Ｇ　　　６人（うち再任用職員１人）

課 長 名 鈴木　伸一

【解決すべき課題】 【課題解決のための対応方針】

〇納税者の納税意識が高まることにより、滞納が発
生しない。
〇公金収納（収納消込や過誤納）が適切に管理され
ている。
〇口座振替やスマートフォン決済などが整備され、
納税環境が充実している。

〇適切な滞納処分を行いつつ、納税意識向上に努め
る。
〇日々の消込収納、還付処理を確実に処理する。
〇多様化する納付方法を研究し、効果があると判断し
た納付方法を積極的に導入する。

■課題の認識

【課のビジョン】 【課の使命】

■あるべき姿と方策

収納課課　名



課方針書
（令和５年度）

シート２（収納課）

 

10

9

8

7

6

4

5

522

522

10 人や国の不平
等をなくそう

10 人や国の不平
等をなくそう

2
現年課税分に対する
関与の強化

3
滞納繰越案件の整
理

これまで以上に現年課税分の徴収を強化し、収納率の向上
を図る。

長期間滞納となっている案件を、今後の徴収の可能性につい
て検討し、徴収困難と判断した案件については執行停止処分
を行う。

522 10 人や国の不平
等をなくそう1 滞納整理事業

公平性を確保するため、滞納者の管理を徹底し、滞納者の財
産等を調査し、差押えすべきものは差押え、担税力が無い場
合は執行停止とするなど、適切な滞納整理を推進する。

SDGs目標事務事業名
優先
順位

■方向性の設定

【重点方針】

〇収納率の向上

【事務事業一覧】

事業概要 施策コード

 

 

 

 

 

 


